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平成１５年平均（速報）結果の概要 

概 況 

 
１ 賃 金 

  平均月間現金給与総額は前年比同水準の３０４，０２４円となった。現金給与総額 

 のうちきまって支給する給与は０．８％増の２５６，５６４円となり、所定内給与は 

 ０．２％増の２３９，５６３円、超過労働給与は１０．５％増の１７，００１円、特 

 別に支払われた給与は３．７％減の４７，４６０円となった。 

  実質賃金は、前年比０．５％増となり２年ぶり増加した。 

 

２ 労 働 時 間 

  平均月間総実労働時間は、前年比１．８％増の１５８．７時間となった。このうち 

 、所定内労働時間は１．１％増の１４９．１時間、所定外労働時間は１３．７％増の 

 ９．６時間となった。製造業の所定外労働時間は、３３．５％増の１５．０時間とな 

 った。なお、年間の総実労働時間は、１，９０４．４時間となった。 

 

３ 雇 用 

  常用雇用は、６３１，６２６人となり前年比１．１％減と５年連続減少となった。 

  

（調査産業計、事業所規模５人以上） 

注 1）（ ）内は前年比（％）、＜ ＞内は前年差（ポイント又は日）、[  ]内は事業所規模３０人以上である。 

    2） 総実労働時間、所定内労働時間の年換算値については、各月間平均値を１２倍したものである。 

現  金  給  与 き ま っ て 支 給 所 定 内 給 与 超 過 労 働 給 与 特 別 に 支 払 わ
賃金 (月間) 総        　額  す る 給 与　　　　 れ た 給 与　　　

304,024円 ( 0.0) 256,564円 ( 0.8) 239,563円 ( 0.2) 17,001円 ( 10.5) 47,460円 ( -3.7)
総 実 労 働 時 間 所　　定　　内 所　　定　　外 出  勤  日  数 所定外労働時間

労働 (月間) 労　働　時　間 労　働　時　間  （製    造    業）
158.7時間 ( 1.8) 149.1時間 ( 1.1) 9.6時間 ( 13.7) 20.3日 < 0.2> 15.0時間 ( 33.5)

時間 (年間) 1,904.4時間 1,789.2時間 115.2時間 180.0時間
[1,898.4時間] [1,767.6時間] [130.8時間] [180.0時間]

雇用 常  用  労  働  者 一　　　　　　般 パ ー ト タ イ ム 入 　　職 　　率離　　 職　　 率
労働 (月間) 労　　 働 　　者 労     働     者
異動 ６３１，６２６人 ( -1.1) ５２５，３４５人 １０６，２８１人 1.7％ 1.8％

　[前年比でみて］
　○　きまって支給する給与は２５６，５６４円で０．８％増（２年ぶりに増加）
　○　所定外労働時間は９．６時間で１３．７％増（３年ぶりに増加）
　○　常用雇用指数は９５．５で１．１％減（５年連続で減少）

　　　（調査産業計・事業所規模５人以上）
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１ 賃金の動き 
（１） 現金給与総額（きまって支給する給与＋特別に支払われた給与）  
   平成１５年の平均現金給与総額は、規模５人以上調査産業計で前年比同水準の３０４，０２４円 

  （規模３０人以上では前年比１．３％減、３２８，８１５円）となった。 

   なお実質賃金では、前年比０．５％増（事業所規模３０人以上では前年比０．９％減）であった。 

    
     前年比  増加     建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業 
           

          減少     運輸・通信業、卸売・小売業，飲食店、金融・保険業 、サービス業         
                                                    
（２） きまって支給する給与（所定内給与＋超過労働給与） 

   調査産業計で前年比０．８％増の２５６，５６４円（規模３０人以上では前年比０．７％減、 

  ２７１，２０２円）となった。 

 

     前年比  増加   建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業 

           

          減少   運輸・通信業、卸売・小売業，飲食店、金融・保険業、サービス業 

   ○ 所定内給与は調査産業計で前年比０．２％増の２３９，５６３円（事業所規模３０人以上では 

    前年比０．８％減、２５０，０３６円）となった。 

   ○ 超過労働給与は調査産業計で前年比１０．５％増の１７，００１円（事業所規模３０人以上で 

    は前年比１．４％増、２１，１６６円）となった。 

（３） 特別に支払われた給与 

   調査産業計で前年比３．７％減の４７，４６０円（事業所規模３０人以上では前年比４．０％減、 

  ５７，６１３円）となった。 

     前年比  増加   製造業 

          減少      建設業、電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、 
               卸売・小売業，飲食店、金融・保険業、サービス業  

賃 金 の 推 移 － 調 査 産 業 計 ・ 事 業 所 規 模 ５ 人 以 上
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２ 労働時間の動き 
（１） 総実労働時間（所定内労働時間＋所定外労働時間） 

   平均年間総実労働時間は、１，９０４．４時間（事業所規模３０人以上で１，８９８．４時間）で 

  あった。 

   月平均では、調査産業計で前年比１．８％増の１５８．７時間（事業所規模３０人以上で前年比 

  １．０％増、１５８．２時間）となった。 

     

    前年比   増加    建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業 

                卸売・小売業，飲食店、サービス業 

          減少    金融・保険業 

                      
（２） 所定内労働時間 

   調査産業計で、前年比１．１％増の１４９．１時間（事業所規模３０人以上で前年比０．６％増、 

  １４７．３時間）となった。 

 

    前年比   増加    建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、サービス業 

          減少    運輸・通信業、卸売・小売業，飲食店、金融・保険業 

                 

（３） 所定外労働時間 

   調査産業計で、前年比１３．７％増の９．６時間（事業所規模３０人以上で前年比６．１％増、 

  １０．９時間）となった。また製造業は、前年比３３．５％増の１５．０時間となった。 

 

    前年比   増加    製造業、運輸・通信業、卸売・小売業，飲食店、金融・保険業、サービス業 

          減少    建設業、電気・ガス・熱供給・水道業 

所定外労働時間の推移－事業所規模５人以上(対前年比)

-25

-15

-5

5

15

25

35

平成 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年

（％）

総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間 所定外労働時間(製造業)

年 間 総 実 労 働 時 間 の 推 移 － 調 査 産 業 計 ・ 事 業 所 規 模
５ 人 以 上

1 70 0

1 75 0

1 80 0

1 85 0

1 90 0

1 95 0

2 00 0

平 成  7 年 8 年 9 年 1 0 年 1 1 年 1 2 年 1 3 年 1 4年 15 年

( 時 間 )

    0



4 

３ 雇用の動き 
（１） 常用雇用指数 

   平成１５年月平均常用労働者数（推計）は、調査産業計で６３１，６２６人、常用雇用指数 

  （平成12年平均＝100  ）は９５．５、前年比１．１％減（事業所規模３０人以上で３５１，１０３人 
   、９４．７、前年比０．７％減）であった。 

 

   前年比   増加    運輸・通信業、サービス業 

         減少    建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、 

               卸売・小売業，飲食店、金融・保険業       

 

（２） 常用労働者中のパートタイム労働者の比率 

   調査産業計で１６．８％、前年差０．７ポイントの増加（事業所規模３０人以上で１４．４％、 

  前年差０．７ポイントの増加）となった。 

 

   前年同月差   増加    製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、 

                 卸売・小売業，飲食店、金融・保険業 

           減少    建設業、サービス業 

常 用 雇 用 の 増 減 率 の 推 移 － 事 業 所 規 模 ５ 人 以 上 ( 対 前
年 比 )
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常 雇 指 数 調 査 産 業 計 製 造 業 卸 売 ・ 小 売 業 、 飲 食 店 サ ー ビ ス 業

□　賃金
平成１５年平均 速報値─調査産業計・事業所規模５人以上

区　　分 本県 (円 ) 全国 (円 ) 対 全国比（％）

現金給与総額 304 ,0 24 3 41 ,89 8 88 .9％
きまって支給する給与 256 ,5 64 2 78 ,74 7 92 .0％
所定内給与 239 ,5 63 2 60 ,15 3 92 .1％
所定外給与 17 ,0 01 18 ,59 4 91 .4％
特別給与 47 ,4 60 63 ,15 1 75 .2％

□ 　　労 働 時 間
平 成 １５年 平 均 速 報 値 ─ 調 査 産 業 計 ・事 業 所 規 模 ５人 以 上

区 　　分 本 県 全 国
対 全 国 差 増 減
（時 間 ）

総 実 労 働 時 間 数 1 5 8 .7 1 5 2 .3 6 .4
所 定 内 労 働 時 間 数 1 4 9 .1 1 4 2 .3 6 .8
所 定 外 労 働 時 間 数 9 .6 1 0 .0 △ 0 .4

(参 考 )事 業 所 規 模 3 0 人
以 上 :製 造 業 1 5 .0 1 6 .9 △ 1 .9

□ 　雇 用
平 成 １５年 平 均 速 報 値 ─ 調 査 産 業 計 ・事 業 所 規 模 ５人 以 上

区 　　分 本 県 全 国 対 全 国 差 増 減
( ﾎ ﾟｲ ﾝ ﾄ )

常 用 雇 用 指 数 9 5 .5 9 8 . 7 △ 3 .2
(参 考 )事 業 所 規 模 5 人 以
上 :製 造 業 9 3 .0 9 1 . 7 1 . 3

(参 考 )事 業 所 規 模 3 0 人
以 上 :製 造 業 9 1 .2 8 9 . 8 1 . 4


